
緑と水の環境技術革命プロジェクトの市場規模

現 状

石油・石炭製品製造業 14兆2千億円

化学工業（医薬品除く） 6兆円

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品製造業 7兆4千億円

繊維工業 7千億円

電力・ガス・水道 27兆円

再生可能な
バイオマスにシフト

農山漁村の
エネルギーを活用

超最先端技術の
導入ゴム製品製造業 2兆7千億円

１０～２０年後

農林水産業を基盤として
新たに６兆円規模の産業を創出可能

●木材を原料としたナノカーボンなどの新素材
●市場規模の約１割程度の新規需要を開拓

→ 0.9兆円規模の新産業創出

●木材を原料としたナノカーボンなどの新素材
●市場規模の約１割程度の新規需要を開拓

→ 0.9兆円規模の新産業創出

●サプリメントなど機能性食品の開発
●医薬品市場の約１割程度の新規需要を開拓

→ 0.6兆円規模の新産業創出

●サプリメントなど機能性食品の開発
●医薬品市場の約１割程度の新規需要を開拓

→ 0.6兆円規模の新産業創出

●バイオ燃料・バイオマスプラスチックの供給
●化石資源由来の製品の約１割相当の市場を開拓

→ 2.2兆円規模の新産業創出

●バイオ燃料・バイオマスプラスチックの供給
●化石資源由来の製品の約１割相当の市場を開拓

→ 2.2兆円規模の新産業創出

●バイオガス発電や太陽光発電、小水力発電等を
最大限活用

●現在の総電力の約１割相当の市場を開拓

→ 2.7兆円規模の新産業創出

●バイオガス発電や太陽光発電、小水力発電等を
最大限活用

●現在の総電力の約１割相当の市場を開拓

→ 2.7兆円規模の新産業創出

燃料・プラスチック部門 *

電力・ガス部門 **

素材部門 *

化学工業（医薬品） 6兆4千億円

医薬品部門 *
成人病対策

出典：*:平成18年度工業統計 **:平成17年産業連関表 ３３



○ スギ花粉症緩和米：動物実験において、減感作効果により花粉症を緩和させることを確認

○機能性米：血圧調整効果や中性脂肪調整効果等がある機能性成分を高めた米や腎臓病患者向けの米の開発・実用化が進行中

○人工血管：絹糸タンパク質をヒトの組織になじみやすいものに改変することにより、より強く、より生体適合性の高い人工血管の
試作に成功

○ 蛍光絹糸：オワンクラゲ由来の蛍光タンパク質関連遺伝子をカイコに導入し、「光る糸」を産生させることに成功

【植物工場のメリット】

●季節や天候によらない生産：周年安定供給

●場所を選ばない：非農地における農業生産の確保

●単位面積あたりの高い生産性：土地の高度利用

●養水分の制御、農薬の低減：高付加価値化

●作業の平準化、快適な労働環境：労働力の確保

●異業種との連携：多様なノウハウの活用

●閉鎖型施設：医薬品生産における品質管理を満
たす

植 物 工 場 昆 虫 工 場

１日あたり一合ずつ
数週間食べると

アレルギー反応が起きない。

スギ花粉タンパクの一部
を蓄積したコメを開発

植物工場で生産

医療・工業用新素材の創出

各種有用物質を生産する組換えカイコを開発

カイコを昆虫工場として利用し

大量生産

蛍光絹糸の
生産

【昆虫工場のメリット】

●微生物では作れない複雑なタンパク質を生産可能

●自分でエサを探せないので拡散の恐れがない

●成長が早い、管理しやすい

●異業種との連携：多様なノウハウの活用

●閉鎖型施設：医薬品生産における品質管理を満
たす

組換え絹糸による移植
用人工血管の作製

新たな市場・需要の創出、農業総生産額の増大、雇用創出新たな市場・需要の創出、農業総生産額の増大、雇用創出

アグリ・ヘルス産業開拓プロジェクト
～バイオテクノロジーと植物工場等の組合せによる新産業の創造～

【スギ花粉症緩和米を植物工場で生産】
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耕作放棄地解消プロジェクト ～平成の農地改革の実践を通じた地域の活力の回復～

「平成の農地改革」による農地の有効利用の促進

農地の権利を有する者の責務の明確化

農地の権利を有する者は、農地を適正かつ効率的に利用す
る責務を有する旨法律上明確に位置付け

農地を利用する者の確保・拡大

農地貸借の規制を緩和（多様な主体が参入可能に）

農業生産法人への出資制限を緩和（農商工連携事業者等）

農業協同組合による農業経営を可能に

耕作放棄地対策の強化

全ての耕作放棄地を対象に是正のための手続（指導等）に
直ちに入れる仕組みに変更

農業委員会による農地の利用状況の調査・指導を徹底

所有者不明の耕作放棄地は、補償金を供託し利用を図る措
置を新設

地域の取組に対する支援

再生・利用の取組に対する支援

荒廃状況や権利関係の調査、農地
利用調整等の取組を支援

再生作業、土壌改良、営農定着の
取組を定額支援

行政・農業委員会・農業公社・普及組織・農協・土地改良区等や、農業者、農地所有
者等の情報共有・合意形成の下、農地の利用調整・再生作業・作物作付に取組

水田フル活用に向けた支援

立地条件に応じた施設整備支援
太陽光発電 交流施設

農業上の利用が不可能な耕作
放棄地は、立地条件に応じた施
設の整備を支援

再生・利用に
係る課題

耕作放棄地の発生要因や荒廃状況、権利関係、引き受け手（周辺農家、企業等）の態様はさまざま

また、引き受け手をどうするか、土地条件はどうか、作物をどうするかについてきめ細かな対応が重要

関係者全体の
参画による取組

大豆、麦、飼料作物、米粉・飼料用
米の作付拡大への支援等の関連施
策も組み合わせて推進
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在宅介護支援在宅介護支援

相談

介護

ほ場

農家

農家

農家

営農指導員

農産物市況情報
営農情報
営農支援

情報のネットワーク化

JA

インターネットをインターネットを
活用した産地ＰＲ活用した産地ＰＲ

ブログ
ショッピングサイトなど

集出荷施設

病院

防災情報防災情報
の提供の提供

農家

農山漁村IT活用総合化プロジェクト

観光情報・地域情報の提供観光情報・地域情報の提供

ネット販売・情報提供ネット販売・情報提供

特売情報特売情報
の提供の提供

行政情報の提供行政情報の提供

役所

行事予定のＰＲ行事予定のＰＲ

CATV放送局等施設の活用

POSPOS（売上・在庫顧（売上・在庫顧
客情報の管理）客情報の管理）

議会情報議会情報

選果集出荷情報選果集出荷情報
の提供の提供

種類・等級別出荷情報

市場

流通業者

観光地

ほ場

スーパ－

小・中学校

車・道路

施設の管理施設の管理

農産物直売所

各種催しのお知らせ

一般世帯住民

直売情報
の検索

直売情報の提供直売情報の提供

直売
情報の提供

相談

指導

遠隔健康相談・健康管理遠隔健康相談・健康管理

交通情報の提供交通情報の提供

((道路凍結・崖崩情報の提供道路凍結・崖崩情報の提供))

福祉
センター

ハウス・畜舎施設

子ども見守り子ども見守り

情報の提供情報の提供

電子地図で電子地図でほほ場データを管理場データを管理

衛星を活用した収穫適期の提供衛星を活用した収穫適期の提供

電子せり電子せり

農家

農産物市況・営農情報の提供農産物市況・営農情報の提供

（国土交通省）

（国土交通省）

（厚生労働省）

（厚生労働省）
（文部科学省）

（総務省、農林水産省）

（総務省、農林水産省）

（農林水産省、総務省）

（農林水産省）

（農林水産省）（農林水産省）

（農林水産省）（農林水産省）

（農林水産省）

（農林水産省）（農林水産省）

電子商取引電子商取引

（農林水産省）

携帯電話不感地帯解消携帯電話不感地帯解消

ふるさと携帯の活用ふるさと携帯の活用

～ 世界最高の情報通信基盤・技術を活かした農山漁村の活性化 ～

CATV

放送局

栽培履歴の記録栽培履歴の記録

（農林水産省）

ほ場の監視ほ場の監視
((鳥獣鳥獣被害被害情報の提供等情報の提供等))

（農林水産省）

食品加工業

ＩＴを活用した新商品の開
発・販路の開拓

農商工連携農商工連携

（農林水産省、経済産業省）

企業・コールセンター

企業誘致・在企業誘致・在
宅勤務宅勤務

電子申請電子申請
の受付の受付
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食品産業グリーンプロジェクト
～ 食の工場で環境と成長を同時に追求 ～

食品廃棄物の排出量

年間 約１，９００万トン

（家庭＋食品産業）

食べられるにもかかわらず
廃棄される量

（いわゆる食品ロス）
約５００～９００万トン

資源面のみならず、

企業経営の体質強

化の観点からも、

食品ロス（無駄）がな

いことが理想の姿

＜ 目 標 ＞

廃棄せざるを得ない

製造副産物等は

可能な限り、

効率的に再生利用

（リサイクル）

＜ 方 向 性 ＞

○製造業者、流通業者が連携し、
製造数量、在庫数量の最適化を
行う協働事業の導入促進

○食品廃棄物発生抑制基準の
検討・設定

○フードバンク活動の環境整備

○食品ロスの削減に向けた国民
運動会議（仮称）の開催

製造副産物、調理くず等
（非可食部分）

約１，０００～１，４００万トン

○食品廃棄物の効率的収集と
処理コスト削減を図るための
静脈物流の共有化の促進

○ゼロエミッションに向けた技術
開発の促進（食品廃棄物からの
新素材の抽出・工業用素材への
変換等）

○適切な食品リサイクル技術の
導入やリサイクル肥飼料を利用
した農畜産物を軸とした販路拡
大

①
資
源
・エ
ネ
ル
ギ
ー
の
投
入
、
利
用
の
最
適
化
と
②
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
最
小
化

に
よ
る
食
品
産
業
の
グ
リ
ー
ン
化
と
企
業
体
質
の
強
化
を
実
現
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食品産業グリーンプロジェクトのイメージ

産業廃棄物処理業者
〈焼却等〉

一般廃棄物処理業者
〈焼却等〉

余剰食品等の返品

（廃棄物） （廃棄物） （廃棄物）

飼料化・肥料化

動脈物流

静脈物流

製造数量・在庫数量の最適化
のための協働事業の導入

余剰生産等を削減

販 売

販 売

再生利用

静脈物流の共有化

食品廃棄物を効率的に収集し、処理コスト
削減と肥飼料等リサイクル製品への再生
利用を一層促進するため業種横断的に静
脈物流を共有化

食品リサイクルループの構築

適切な食品リサイクル技術の導入やリサ
イクル肥飼料を利用した農畜産物のマー
ケティング等を支援

フードチェーン全体で利益享受

凡例

生産現場

食品製造業

リサイクル
事業者

流通業者
外食産業 消費者

原料調達 再生利用

ゼロエミッションに向けた技術開発

食品廃棄物からの機能性成分などの新
素材の抽出、バイオプラスチックなどの
工業用素材への変換等 廃棄せざるを得ない製造

副産物等は可能な限り
効率的にリサイクル

食品ロス（無駄）を
なくすことが理想の姿
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